大阪府介護職員初任者研修事業実施要領　新旧対照表
大阪府移動支援従業者養成研修事業実施要領　新旧対照表


	改　正　後
	改　正　前




	提出書類一覧（添付しているものに○）

○

提出書類

①今後２年間の「研修に係る収支計画書」及び今後２年間の「法人全体の収支計画書」
②学則（別添２－１）
③講師一覧表（別添２－２）
④講師履歴書（別添２－３
⑤演習室使用承諾書等の写し及び平面図(全身性障がい課程)（別添２－４等）
⑥実習施設一覧表（別添２－５）（知的障がい課程及び精神障がい課程）
⑦実習施設承諾書（別添２－６）の写し（知的障がい課程及び精神障がい課程）
⑧修了証明書の様式（要綱別記様式）
⑨移動支援従業者養成研修年間実施計画書（様式第９号）
⑩移動支援従業者養成研修開講届出書（様式第３号）
⑪カリキュラム（別添３－１）
⑫実習施設利用計画書(知的障がい課程及び精神障がい課程)（別添３－２）
様式第３号（第８条関係）
　（略）
指定番号

課程

コース名

研修予定日

　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

予定定員

受講料

（略）
提出書類一覧（添付しているものに○）

○

提出書類

①カリキュラム（別添３－１）

②実習施設利用計画書（別添３－２）（知的課程・精神課程）

· 講師の追加、実習施設の追加等が生じる場合には、変更届出書（様式第５号）を同時提出すること。

· 年間実施計画書（様式第９号）に変更が生じる場合（講座の追加、実施時期変更等）には同時提出すること。

担当者名　
　電　話　


メール　　
　ＦＡＸ　


様式第４号（第13条関係）

　（略）

　大阪府介護員養成研修事業者指定要綱第13条第１項の規定により、下記研修の実績を報告します。
指定番号

課程

コース名

研修実施日

　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

修了者数

提出書類一覧（添付しているものに○）

○

提出書類

（略）
③実習実施一覧表（別添４－３）（知的課程・精神課程）

④受講者一覧名簿（別添４－４）

（略）
担当者名　
　電　話　


メール　　
　ＦＡＸ　


様式第５号（第10条関係）

　（略）
指定番号

課程

変更種別
○事業者に関する事項

１　から　３　（略）
４　定款等（当該事業に関するものに限る。）

５　使用印鑑届
（略）
（略）
変更時期

　　年　　月　　日（最も早い変更時期を記載）
担当者名　
　電　話　


メール　　
　ＦＡＸ　


提出書類一覧（変更が生じる書類のみ提出。添付しているものに○）
○

提出書類

①定款その他の基本約款等
②履歴事項全部証明書等の原本（法人の場合）
③使用印鑑届（別添１－６）

④学則（別添２－１）

⑤講師一覧表（別添２－２）

⑥講師履歴書（別添２－３）

⑦講義・演習室使用承諾書（別添２－４）等の写し及び平面図

⑧実習施設一覧表（別添２－５）

⑨実習施設承諾書（別添２－６）の写し

⑩修了証明書及び携帯用修了証明書の様式（要綱別記様式）
⑪その他必要があると知事が認めるもの

様式第６号（第９条関係）
　（略）
指定番号

課程

（略）
　（略）
担当者名　
　電　話　


メール　　
　ＦＡＸ　


様式第７号（第11条関係）

　（略）
指定番号

研修事業の名称

休止する課程

（略）
※一年度（４月～翌年３月）にわたり、研修の開講予定がない（なくなった）場合、年間休止届出書を提出すること。

担当者名　
　電　話　


メール　　
　ＦＡＸ　


様式第８号（第15条関係）

　（略）
大阪府移動支援従業者養成研修事業者指定要綱第15条第１項の規定により、移動支援従業者養成研修事業（全課程・一部課程）の廃止を届け出ます。
指定番号

研修事業の名称

指定を受けている課程

廃止する課程

（略）
　担当者名　
　電　話　


メール　　
　ＦＡＸ　


様式第９号（第７条関係）

（略）
商号又は名称
指定番号

提出理由　１　新規提出

２　から　４　（略）

コース数

研修事務担当者
前回報告時からの変更【 有・無 】　（いずれかに○）

所属名

氏名

電話
ﾌｧｯｸｽ

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

○当該年度に開講予定のコース

コース名
開講

修了

定員

受講料総額

実施場所（市・区）

最寄駅

公募

夜間

土日

年

月

年

月

路線

駅

（略）
　（略）
　※４月～翌年３月に実施予定の全てのコースについて記載すること。
注）公募欄に○をしない場合であっても、情報開示の責務は一律に生じる。

　　　電子媒体でも提出すること。

別添１－１　から　別添１－４　（略）
別添１－５　「研修機関が公表すべき情報の内訳」チェックリスト

　（略）
別添１－６　（略）
別添２－１　学則
①法人・団体の名称
（略）
⑤指定番号
（略）
（略）
⑦講義・演習室

（住所も記載）

講義：

演習（全身性課程）：
⑧実習施設
実習施設一覧表（別添２－５）を参照。（知的課程・精神課程）
（略）
⑰受講者の個人情報の取扱い
なお、修了者は大阪府の管理する修了者名簿に記載される。

⑱研修修了の認定方法

⑲補講の方法及び取扱い
補講の上限は　　科目とする。

開講日より　　ヶ月以内に修了すること。
⑳科目免除の取扱い
（略）
㉒研修責任者名、所属名及び役職

（略）
㉓課程編成責任者名、所属名及び役職
㉔苦情等相談担当者名、所属名、役職及び連絡先

㉕研修事務担当者名、所属名及び連絡先

㉖情報開示責任者名、所属名、役職及び連絡先
㉗修了証明書を亡失・毀損した場合の取扱い

（略）

　※学則は課程ごとに作成すること。
記載例
①法人・団体の名称
（略）
②研修事業の名称

（略）
④研修課程

課程

⑤指定番号
（略）
⑥開講の目的

⑦講義・演習室

（住所も記載）

講義：

演習（全身性課程）：

⑧実習施設

実習施設一覧表（別添２－５）を参照。（知的課程・精神課程）

（略）
⑩使用テキスト

⑪受講資格

⑫広報の方法

⑬情報開示の方法（ホームページアドレス等）

⑭受講手続及び本人確認の方法（応募者多数の場合の対応方法を含む）

⑮受講料及び受講料支払方法

円（テキスト代、消費税含む）

⑯解約条件及び返金の有無

⑰受講者の個人情報の取扱い
なお、修了者は大阪府の管理する修了者名簿に記載される。

⑱研修修了の認定方法

⑲補講の方法及び取扱い
補講の上限は　　科目とする。

開講日より　　ヶ月以内に修了すること。

⑳科目免除の取扱い
㉑受講中の事故等についての対応

㉒研修責任者名、

所属名及び役職

氏名：

所属：

役職：

㉓課程編成責任者名、所属名及び役職
（略）
㉔苦情相談担当者名、所属名、役職及び連絡先

氏名：

所属：

役職：

連絡先：　　

㉕研修事務担当者名、所属名及び連絡先

（略）
㉖情報開示責任者名、所属名、役職及び連絡先
氏名：

所属：

役職：

連絡先：　　

㉗修了証明書を亡失・毀損した場合の取扱い
㉘その他必要な事項

※学則は課程ごとに作成すること。

別添２－２　講師一覧表
（略）
別添２－３　講師履歴書

　（略）
（略）
勤務先名称

職種

就　業　期　間

　（略）
講師要件一覧表（全身性障がい課程）
講師履歴書　この研修で担当する科目・項目名およびその番号　
　講師氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（略）
※福祉・介護・看護系大学、介護福祉士養成施設等の教員等及び市町村職員等を講師とする場合は、当該研修で担当する科目に該当する内容を教授又は担当していること。

科目記号・科目名
該当
講師要件（実務経験等）
(1)障がい者(児)福祉制度と移動支援事業
（２時間）
（略）
ロ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(2)移動支援従業者の業務
（１時間）
（略）
ロ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(3)移動支援従業者の職業倫理
（１時間）
（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(4)障がい者の人権
（２時間）
（略）
ロ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
（略）
(5B)障がいの理解(全身性障がい)

（２時間）
（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(6B)障がい者(児)の心理(全身性障がい)

（１時間）
（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(7B)移動介助の基礎知識(全身性障がい)

（２時間）
（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
①姿勢保持について

②コミュニケーションについて

③事故防止に関する心がけと対策
(8B)移動介助の基本技術(全身性障がい)

（４時間）
（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
①抱きかかえ方及び移乗の方法

②生活行為の介助

③介助に関わる車いすの理解
(9B)交通機関利用の介助演習(全身性障がい)

（５時間）
※実習に先立ち、オリエンテーションを実施すること。
※実際の公共交通機関等を利用すること。
（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
講師要件一覧表（知的障がい課程）
　講師氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（略）
※福祉・介護・看護系大学、介護福祉士養成施設等の教員等及び市町村職員等を講師とする場合は、当該研修で担当する科目に該当する内容を教授又は担当していること。
科目記号・科目名
該当
講師要件（実務経験等）

(1)障がい者(児)福祉制度と移動支援事業

（２時間）

（略）
ロ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(2)移動支援従業者の業務

（１時間）

（略）
ロ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(3)移動支援従業者の職業倫理

（１時間）

（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(4)障がい者の人権

（２時間）

（略）
ロ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
（略）
(5C)障がいの理解(知的障がい)

（２時間）

（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(6C)障がい者(児)の心理(知的障がい)

（１時間）

（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(7C)移動介助の基礎知識(知的障がい)

（２時間）

（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(8C)コミュニケーション実習(知的障がい)

（３時間）

（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(9C)外出介助実習

（５時間）

※実習に先立ち、オリエンテーションを実施すること。

※実際の公共交通機関等を利用すること。
（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
講師要件一覧表（精神障がい課程）
　講師氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（略）
※福祉・介護・看護系大学、介護福祉士養成施設等の教員等及び市町村職員等を講師とする場合は、当該研修で担当する科目に該当する内容を教授又は担当していること。
科目記号・科目名
該当
講師要件（実務経験等）
(1)障がい者(児)福祉制度と移動支援事業
（２時間）
（略）
ロ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(2)移動支援従業者の業務
（１時間）
（略）
ロ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(3)移動支援従業者の職業倫理
（１時間）
（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(4)障がい者の人権
（２時間）
（略）
ロ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
（略）
(5D)障がいの理解(精神障がい)

（２時間）
（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(6D)障がい者の心理(精神障がい)

（１時間）
（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(7D)移動介助の基礎知識(精神障がい)

（２時間）
（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
(8D)コミュニケーション実習(精神障がい)

（３時間）
※実習に先立ち、オリエンテーションを実施すること。
（略）
イ福祉・介護・看護系大学、介護福祉士等養成校の教員等
記載例（別添２－３）
　（略）

（略）
勤務先名称
職種

就　業　期　間

社会福祉法人○○会
特別養護老人ホーム○○
介護職員

平成10年4月～平成15年3月
（ 5 年 0ヵ月）

　（略）
　（略）
　
別添２－４　から　別添２－６　（略）

別添３－１　から　別添３－２　（略）
別添４－１　（略）
別添４―２　出席簿
（略）
項目名
開校式（オリエンテーション）

（略）

（略）
（略）
記載例／実習実施の場合　　出席簿
項目数
1

2

3
4
5

月　日
４/３０

４/３０

　

　
５/３
５/３

時間滞
(昼休12時～13時)
9:30

10:00

10:00

13:00
9:00

13:00

～
～

～

～
～

～

10:00
12:00

12:00

17:00
12:00

17:00

時間
　

２Ｈ

２Ｈ

４Ｈ
３Ｈ
４Ｈ

科目・項目番号
　

(2)③

(1)①

(1)②
(2)①
(2)②

項目名
開校式（オリエンテーション）

講師自筆署名
和泉

摂津

実習

実習
講師自筆署名
（補助講師）
受講者名
[image: image1.png]





1

押印・
署名欄
大阪　太郎

大阪
太郎
大阪

５月２日

５月２日
大阪
大阪

補講実施日

2

押印・
署名欄
浪速　花子

浪速

浪速

５月１日

５月１日
浪速
補講実施日
６月３日
　（略）
別添４－３　から　別添４－４　（略）
標準様式１　から　標準様式３　（略）
標準様式４　辞退届

	


受講生に分かり易いように、原則として法人名称を入れること。





学則に記載の者と同じ者であること。（指定申請事業者の職員）


この連絡先は、大阪府からの緊急連絡や情報提供などの様々な連絡に使用します。





申請事務を担当されている方をご記入ください。研修事務担当者と同じ者が担当の場合もご記入ください。





専任：研修事業のみを担当


兼任：研修事業以外の事業も担当


※担当事業を記載してください








連絡先が研修事業を実施する府内の事業所の電話番号と異なる場合等、府に報告しておくべき事項等があれば、記載してください








配置職員が複数いる場合は、全員記載し、代表者を一人決め、その旨記載してください








上記以外にも業務担当者を配置している場合は、行を追加して、記載してください








指定申請書に記載した事業名称を記載





研修事業を実施する目的を記載





講義・演習室として使用する場所の名称と住所を記載。


（複数あれば全て記載）





発行元も記載すること





補講を行うことは、事業者の責務です。したがって、「補講を実施しない」という記載は認められません。





受講料受領後のトラブルを避けるため、事前に十分な説明を行なっておくこと。





※１、※２の項目削除厳禁





講師履歴書に記載している現在の職業、担当科目に関連する資格・免許及び職歴を記載してください。





勤務先や業務における事業の内容を記載ください。
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